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年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 合計
総発表数 486 577 623 536 667 638 527 569 631 5254


























































自立活動 教科教育・教材研究個別○○計画 医療的ケア 教員の専門性向上・意識調査 保護者支援・保護 の意識調査他機関との連携 社会的自立・就労支援 その他
2002 10 0 0 1 2 1 0 4 0
2003 10 8 0 0 0 2 1 1 0
2004 14 3 2 0 2 2 1 0 0
2005 4 3 3 0 9 1 2 1 1
2006 5 4 1 0 10 0 3 0 0
2007 11 8 0 1 10 0 0 0 4
2008 4 9 0 0 9 3 0 0 2
2009 3 4 2 1 11 2 0 2 2
2010 15 16 0 1 8 1 1 0 0
合計 76 55 8 4 61 12 8 8 9
Ⅳ　考察
本研究は、肢体不自由児者への心理的、教育的支援のこれまでの成果と今後の課題につい
て整理することを目的に、特殊教育学会大会にて発表された肢体不自由児に関する９年間の
研究について、発表数、研究者の属性、研究対象者の属性、研究主題ごとにデータ収集した。
各結果の考察を以下にまとめた。
１．研究発表数
肢体不自由に関する研究は、2006年〜2007年以降９年間の平均以上の発表数があった。総
発表数における肢体不自由の研究発表数の割合も2007年以降増加していたことから、肢体不
自由の研究発表数は、相対的に増えているだけでなく、全体を占める割合も増えていた。し
かしながら、肢体不自由に関する研究発表数は、知的障害や発達障害といった一大部門を占
める研究発表数に比べ非常に少なく、今後も増加することが望まれる。
２．研究発表者の所属
研究発表者は、研究者と特別支援学校教員がほとんどであった。実際に特別支援学校にお
いて教鞭をとっている教員の研究発表数が多いことから、研究者だけの研究でなく、実践と
のバランスがとられた研究がなされていると考えられる。
一方、その他の職種や普通学校における教員の発表はほとんどないが、小・中学校等にお
いても、特別支援教育を推進することが法律上明確に規定されており、今後は各小・中学校
での実践に関しても研究が必要であり、期待される。
３．研究対象者の属性
研究対象者の属性としては、肢体不自由児者本人が多く、次いで学校や教員を対象とした
研究が多かった。保護者を対象とした研究発表は各年でまったくないか、数件の現状であっ
た。しかし、2006年に学校教育法の一部改正が行われ、特別支援学校は、特別支援教育に関
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する相談センター機能を持つようになり、地域の小・中学校の教員や保護者を対象に教育相
談を進めることになっている。今後は、そのような相談センター機能に関する研究や普通学
校教員や保護者を対象とした研究が望まれる。
一方、肢体不自由児者本人を対象とした研究では、ほとんどが学齢期の児童や生徒が対象
であった。義務教育から高等部までの子どもたちを対象とした研究は一定数行われ、安定し
ている。しかしながら、幼稚園に関してはほとんど研究発表がなされていない。文部科学省
（2009a）４）においても、各都道府県における特別支援教育体制の整備状況に関する調査結
果として、小・中学校にくらべ幼稚園・高等学校については、依然として体制整備に遅れが
みられると指摘している。今後は、幼稚園に在籍する幼児を対象に実践とともに研究が進む
ことが期待される。
４．研究手法
臨床・実践研究と調査研究の手法を用いた研究が各年で多く発表されていた。肢体不自由
児・者への実際における支援に関してこれまで安定して研究が行われてきたと考えられる。
５．研究主題
自立活動に関しては、心身の健康、コミュニケーション、適応行動と多岐にわたる内容を
含んでおり、将来の自立や地域社会で生活するための基盤となる内容となっている。肢体不
自由という運動障害の側面から、身体の動きを研究主題とした発表が多かった。コミュニケー
ションにおいては、各年安定して研究発表がなされてはいなかったが、2010年には発表数が
かなり増えていた。しかし一方で、QOL（生活の質）を向上させるためのスキルとして、健
康管理や心理的安定に関するスキルを獲たり、使用したりすることが必要である。このよう
な主題に関しても研究が進むことが望まれる。
2006年前後で研究主題に注目すると、教員の専門性向上・意識調査といった研究が大幅に
発表数を伸ばしていた。これは、養護学校が特別支援学校となり、さらに地域の相談センター
機能をもつことと関連していると考えられる。養護学校内での教育活動だけではなく、地域
の特別支援教育の専門機関として普通学校教員や保護者への相談を受けるため、特別支援学
校教員の一層の専門性が現実的に問われるからである。2006年の学校教育法一部改正によっ
て、特別支援学校教員の専門性が向上する機会が一層増えたことが予想され、今後も地域に
おける特別なニーズをもつ子どもたちを支援する専門家としての成果を示すことが期待され
る。
６．まとめと今後の課題
肢体不自由児者の支援に関する研究は増加傾向にあり、特別支援学校の教員や研究者に
よって発表されてきた。学齢期にある児童・生徒に関して、自立活動や教科教育・教材研究、
教員の専門性の向上といった研究主題を中心に成果をあげてきている。
しかし一方で、幼児期にある子どもを対象とした研究、保護者や地域の小・中学校教員へ
の相談支援に関する研究、健康管理や心理的安定といった研究主題を取り扱った研究はほと
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んど発表がなされておらず、肢体不自由のある子どもへの心理的、教育的支援を考える上で
は、社会的な要請とともに蓄積が必要な分野であり、このような研究の発表が望まれる。
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